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環境技術開発等推進費における

平成２０年度新規課題について

環境省総合環境政策局総務課環境研究技術室

1. は じ め に

持続可能な２１世紀社会の構築，環境と経済の好

循環に向けて，環境に係る研究及び技術開発は重

要な要素である。このため環境省では，環境技術

開発等推進費により広く産学官などの英知を活用

した研究開発の提案を募り，優秀な提案に対して

支援することにより，環境研究・技術開発の推進

を図っている。

本推進費により平成２０年度から新規に実施する

課題については，平成１９年１０月１２日から１１月１５日

および平成２０年２月１５日から平成２０年３月５日

（２次募集として，地域枠及び健康リスク分野）に

かけて公募し，事前評価を行った上で選定した。

本稿では，応募状況，事前評価の結果および選定

課題の概要等を紹介する。

2. 公募の概要

平成２０年度環境技術開発等推進費において新規

に公募した研究開発領域は，以下の２つの領域を

設定した。対象分野は以下の表 1のとおり。
（1）戦略一般領域

基礎から実用化までの様々な段階にある研究開

発について，行政ニーズに即した課題を環境省が

提示し，公募するボトムアップ型研究。「戦略一

般領域」には，若手研究者の研究を推進するため

の「若手研究枠」と地域の独自性・特性を活かし

た研究を推進するための「地域枠」を設定してい

る。
（2）戦略指定領域

環境省が主体的・戦略的に行う行政主導の研究

開発を行うため，あらかじめ研究課題を指定して

公募するトップダウン型研究。平成２０年度の戦略

指定領域で設定した研究課題は以下のとおり。

・排ガス処理，水環境改善技術等の公害対策と温

暖化対策とのコ・ベネフィット対策技術の研究

開発

・多種多様な環境リスク要因が健康に及ぼす影響

についての総合的・複合的評価に必要な基礎研

究を対象とし，①新しい環境リスク評価手法に

関する研究，②高感受性集団のリスク評価に関

する研究③大気環境汚染物質の健康影響に関す

る研究，④ダイオキシン類の健康リスク評価に

関する研究，⑤環境リスクに関する法的アプ

ローチに関する研究のうち，いずれかに沿った

研究開発

3. 応募の概要

応募総数は，昨年度の１１９課題からわずかに増

表 1 公募対象の対象分野

研究開発領域 対象分野

１ １ 戦略一般研究 ・大気・都市環境
・水・土壌環境
・自然環境
・生態リスク評価
・健康リスク評価

２ 戦略一般研究のうち地域枠

３ 戦略一般研究のうち若手研究枠

２ 戦略指定研究
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加し，１２２課題であった。分野別の応募数は表 2

に示すとおりであり，水環境分野や健康リスク評

価分野での応募が多かった。

4. 事前評価の概要

応募された課題は環境省内に設置する「総合研

究開発推進会議」（総合環境政策局長が委嘱する

外部有識者により構成されている）による事前評

価の結果により選定することとしている。事前評

価は，「書面評価」および「ヒアリング評価」に

より実施され，書面評価は申請書類を基に公募要

領に示す事項への適合性および研究開発の目的・

目標，計画，内容，体制等の観点から行い，ヒア

リング評価は，書面評価において高い評価を得た

課題について，応募者等からのヒアリングを基に

上記の観点（適合性の観点を除く。）から総合的に

行われている。２次募集分については書面評価の

みを行い，その他の分野についてはヒアリング評

価を行った。
（1）書 面 評 価

平成２０年度新規採択に係る書面評価の主な観点

は，前述のとおり研究開発の目的・目標，計画，

内容，体制等である。具体的には，各課題に対し

て５名の評価者が次の６つの評価の観点について

３段階の評価，総合評価について A（是非採択す

べき），B（余裕があれば採択してもよい），C（計

画を見直した上で，採択してもよい），D（採択す

べきでない）の４段階の評価をそれぞれ行うとと

もに，必要に応じてコメントを記載する方法で

行った。

・研究の背景・目的は学術的・社会的に必要性が

高いか。

・研究の目標は，研究の目的・準備状況に照らし

て適切か。

・研究計画は適切か。

・実施体制，研究開発費は適切か。

・研究者の遂行能力は高いか。
（2）ヒアリング評価

ヒアリング評価を行う課題は，採択数の２倍程

度になるよう書面評価により選定した。ヒアリン

グ評価は，分野ごとに総合研究開発推進会議の検

討員が評価者となり，書面評価と同じ観点で行っ

た。この評価結果を基に，研究分野ごとの実施課

題数のバランス等を勘案して，選定した。

5. 実施課題の概要

平成２０年度に新規実施する課題の概要は，別紙

に示すとおりである。研究開発領域毎の採択課題

数は表 3のとおりである。今後とも，研究開発

代表者・分担者として参画し，積極的に課題を提

案していただくことが望まれる。

表 2 分野別応募課題数

分野 大気
環境

都市
環境

水
環境

土壌
環境

自然
環境

生態
リスク

健康
リスク

その他 合計

応
募
課
題
数

戦略一般 １０ ３ １８ ４ １２ １１ ０ ― ５８

戦略一般
（地域枠）

３ ３ ９ ０ １ ４ ０ ― ２０

戦略一般
（若手枠）

１ ０ ４ ０ １ １ ０ ― ７

戦略指定 １ ０ ３ ０ ０ １ ３２ ― ３７

合 計 １５ ６ ３４ ４ １４ １７ ３２ ― １２２

（参考）１９年度
応募課題数

１６ ８ ２５ ７ １４ １５ ２４ １０ １１９

（注）複数の分野を扱うものは，主たる分野を判断して分類した。
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6. 今後の予定
（1）中間評価および事後評価

中間評価は，研究開発期間が３年の研究開発課

題は２年目に，また，同期間が４年のものは３年

目に実施し，研究目標，研究の進め方，成果の状

況（論文発表，工業所有権の取得状況等を含む。）

の観点についてヒアリングにより行われ，評価者

から提出されるコメントは研究者に送付し，回答

を求めることとしている。

事後評価は，研究の進め方が適切であったか，

想定していた成果が得られているか，今後の研究

の発展が期待できるかの観点から行われる。評価

結果については，今後の研究の参考となるよう

に，研究者にフィードバックするとともに，その

結果を公表することとしている。
（2）平成21年度新規課題の公募

他の競争的資金との区分けが，応募者にとって

分かりにくいとの指摘を頂いているところであ

り，他の競争的資金との様式の統一化等，より応

募しやすい制度への変更を検討しているところで

ある。

なお，引き続き，地域枠の募集を予定しており，

公募開始時には，地方環境研究所あてにお知らせ

するとともに，公募要領等を環境省 HPに掲載す

ることとしているので，積極的な応募をお願いし

たい。

表 3 研究開発領域ごとの採択課題数

研究開発領域 応募課題数 採択課題数

戦略一般 ８５ １３

若手枠 ７ ３

地域枠 ２０ ２

戦略指定 ３７ ９

合計 １２２ ２２
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環境研究技術開発等推進費 平成20年度新規採択課題

研究開発
代表者

課題名
実施
期間
（年度）

２０年度
予算額
（千円）

概要
研究機関

（◎は代表機関）

戦略一般領域

１ 西澤 智明

次世代大気モニタリン
グネットワーク用多波
長高スペクトル分解ラ
イダーの開発

２０―２２ ３０，０００

大気浮遊微粒子（エアロゾル）の大気環境への影響（大気汚染や健康被害）を評価する上で，
エアロゾルの種類（煤，硫酸塩，黄砂等）を同定しそれらの性質（濃度，サイズや光学特性）
や動態（時空間分布，生成・輸送・消失過程）を把握することは不可欠である。本研究では，
エアロゾル種を同定しかつそれらの性質・動態を精緻観測する次世代のエアロゾルモニタ
リングネットワークの構築を主眼とし，定量測定と昼夜自動連続運転を両立させた地上
ネットワーク用の小型マルチチャンネルライダーのプロトタイプを開発する。

◎（独）国立環境研究所

２ 山岸 豊

自動車道路近傍におけ
る大気環境計測用小型
高感度半導体式 NO２ガ
スセンサの開発研究

２０―２１ ２９，８７１

本研究では酸化タングステン結晶を MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）構造ダイヤ
フラム上に形成した小型，軽量で且つ低価格が期待できる大気環境計測用小型高感度半導
体式 NO２センサの研究開発を行う。さらに，自動車道路近傍での従来の計測装置との同時
比較評価試験により大気測定用 NO２センサとして実用性を検証する。

◎（株）堀場製作所
立命館大学
（独）国立環境研究所

３ 柳沢 幸雄

バイポーラ膜を用いた
電気透析による排水中
からのホウ素除去技術
の開発

２０―２１ ９，１９１

排水中からのホウ素除去は，既存技術では高コスト・低効率であったり，対象排水の pH，
共存イオンなどの限定を受ける等実用化が困難であった。本課題では，排水からのホウ素
除去に電気透析法を適用したプロセスを提案し，これらの欠点の解決を目指す。提案する
プロセスにおいて，技術確立にあたって問題となるのは，ホウ素除去速度及び除去率，共
存イオンの影響等である。本研究ではこれらを実験的に明らかにし，それに基づいてプロ
セスの評価を行う。

◎東京大学大学院

４ 徳岡 隆夫

浚渫窪地埋め戻し資材
としての産業副産物の
活用―住民合意を目指
した安全性評価に関す
る研究―

２０―２２ ２９，２３１

日本を代表する汽水湖である中海には，干拓事業に伴い形成された水深１０～１４mのヘド
ロが堆積した浚渫窪地が多く存在する。浚渫窪地の総容量は約３，０００万m３と推定されてお
り，窪地から溶出する栄養塩は中海の水質に大きな影響を与えている。本研究では，中海
の浚渫窪地を対象に埋め戻し材として利用可能と考えられる産業副産物（廃瓦，石炭灰等）
の安全性について，住民の合意が得られる評価方法の検討を行うと共に埋め戻しに伴う環
境影響（栄養塩の挙動）を調査し，環境影響の少ない埋め戻し工法の確立を行う。

◎NPO法人自然再生センター
島根大学
早稲田大学

５ 中嶋 信美

DNAアレイを用いた
種特異的分子マーカー
の効率的作製技術の開
発に関する研究

２０―２１ １３，９１０

遺伝子組換え（GM）農作物がもつ除草剤耐性遺伝子などの人為的に導入した遺伝子（組換え
遺伝子）が，自然環境条件下で近縁種へ浸透する可能性を，分子生物学的手法で定量的に
評価する研究を可能にするため，種特異的分子マーカーを DNAアレイ法を用いて効率よ
く多数取得する技術を開発する。

◎（独）国立環境研究所

６ 小荒井 衛

航空レーザ測量データ
を用いた景観生態学図
の作成と生物多様性
データベース構築への
応用

２０―２２ ２０，０００

航空レーザ測量等により把握された詳細な植生や地形データを用いて，原生的な自然環境
と里山環境における，環境特性や生物多様性に関連する詳細な分類や解析を景観生態的視
点から実施して基盤となる地図情報を整備し，国内の生物多様性保全に関連するデータ
ベースの統合化を目指す。また，既存の動植物分布情報や地質・土壌等の情報も組み合わ
せることにより，世界自然遺産に指定されている原生的な自然環境や，保全対象とすべき
里山地域等において，生物多様性を評価する手法を開発する。

◎国土地理院
酪農学園大学
鳥取大学

７ 武田 俊一

細胞株とメダカの遺伝
子破壊株（メダカ）を
使った環境発がん物質
を検出するバイオアッ
セイ系樹立の為の国際
共同研究

２０―２２ ５，０００

環境に排出される化合物の生態への影響を検出する，細胞やメダカを使ったバイオアッセ
イがある。ただし，野生型の生物は毒物を代謝・無毒化するので，毒物を高感度に検出で
きない。我々は，ニワトリ細胞株とメダカにおいて簡便に遺伝子破壊する手法を樹立した。
そして発がん物質によって生じた DNA損傷を効率よく修復できない，多種類のミュータ
ント細胞を樹立した。同様に，毒物を無毒化する様々な代謝経路を欠損したメダカを樹立
しつつある。これらのバイオリソースを，環境毒をバイオアッセイする欧米と韓国の専門
家に使ってもらい，現在より高感度な環境リスクのバイオアッセイ系を樹立する。

◎京都大学大学院

８ 池 道彦

レチノイン酸様化学物
質による水環境汚染の
実態解明およびリスク
評価

２０―２２ ２９，９００

ビタミン A受容体との結合により内分泌系を攪乱する“環境レチノイド”による水生生
物の奇形の誘発が指摘されるようになってきたが，世界的に見ても汚染の実態は明らかに
されておらず，原因物質も特定されていない。本課題では，我が国の水環境におけるレチ
ノイン酸様化学物質の汚染の実態を広範に調査するとともに，原因物質を特定し，リスク
評価を試みる。この成果に基づき，水を介したレチノイン酸様化学物質による健康被害や
生態系崩壊の可能性を適正に評価し，それを最小限にするための戦略の提案を行う。

◎大阪大学大学院
岐阜薬科大学

９ 黒田清一郎

高度汚染地盤における
水・物質ダイナミクス
の定量的イメージング
技術の開発

２０―２１ ４，９４０

地盤の電磁気特性と体積含水率・溶存物質濃度の定量的な関係の解明と，孔間の透過電磁
波を用いた物理探査技術の適用とにより，地盤中の水分・溶存物質のダイナミックな挙動
を定量的にイメージング（可視化）する手法の開発を行う。またその結果と数値シミュレー
ションおよび逆解析技術との融合により，水・物質移動モデリング技術の開発を行う。従
来困難であった，地表から地下水面までの汚濁物質の挙動の解明と，それに基づく水質予
測技術の確立に資するために開発した技術の現地実証試験を行う。

◎（独）農業・食品産業技術総合研究機構

１０ 吹田 延夫
排水中，及び環境水中
のふっ素濃度低減技術
の開発

２０―２１ ３，９９８

近年，日本のふっ素に関わる排水基準値は，１５mg/Lから８mg/Lに変更されている。しか
し，一部の業界ではふっ素排水に関して特例措置を設けられており，ふっ素処理技術の開
発が必要とされている。排水基準値，さらには環境基準値（０．８mg/L）をクリアでき，ふっ
素除去水処理プロセスから発生するスラッジ量が少ない等，安価で効率的な浄化方法の開
発が必須である。本研究では，上記課題解決できる検討を行い，ふっ素のリサイクル使用
を視野に入れた研究を進めて行く。

◎ダイキン工業（株）

１１ 小椋 康光

新規 IT素材に利用さ
れるテルルのフィトリ
メディエーションの開
発

２０―２１ ４，９３６

DVD―RAMや DVD―RWといった相変化型 DVDは，映像や音声の記録媒体として，広く国
民生活の中に浸透している。これら DVDの中心的な素材として使用されているテルルは
必須元素であるセレンと同族であり，テルル単独の毒性に加えて，セレンの代謝かく乱作
用も有することが指摘されている。記録媒体である DVDに含まれるテルルが，回収され
る可能性は低く，廃棄とともに，環境中へ逸散することが懸念される。本研究では，セレ
ンとテルルが同族元素であることに着目し，セレン蓄積性を有する植物体内におけるテル
ルの代謝機構を解明し，レアメタルであるテルルの植物による回収技術の開発を目指す。

◎千葉大学大学院

１２ 中野 武
有機フッ素化合物の発
生源，汚染実態解明，
処理技術開発

２０―２１ １３，０６０

２００９年に新 POPsとして廃絶ないし制限となる可能性の高い化学物質のうち PFOS及びそ
の類縁物質は，現在も一部で使用されている一方，排出源が十分明らかとなっていない。
本研究では，国内でも高濃度汚染が明らかとなっている自治体が共同し，地域内に立地し
ている製造事業場及び未把握を含む使用事業場の排出実態を解明し，さらに POPsとなっ
た時に直ちに対応可能な対策手法を併せて確立する。

◎兵庫県立健康環境科学研究センター
滋賀県琵琶湖環境科学研究センター
大阪市立環境科学研究所
大阪府環境農林水産総合研究所
神戸市環境保健研究所
（財）東京都環境整備公社

東京都環境科学研究所
（独）国立環境研究所
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研究開発
代表者

課題名
実施
期間
（年度）

２０年度
予算額
（千円）

概要
研究機関

（◎は代表機関）

戦略一般領域

１３ 一瀬 諭

湖内生産および分解の
変化と難分解性有機物
を考慮した有機汚濁メ
カニズムの解明に関す
る研究

２０―２２ １０，５６１

琵琶湖における有機物に係るメカニズムを解明する上では，内部生産の構造および有機物
のフローを把握することが重要である。そこで，琵琶湖における動植物プランクトンの長
期変動を解析し，有機物量を把握する。さらに，植物プランクトン由来の有機物の挙動に
ついて把握するため，植物プラクトンの培養技術を確立し，一次生産有機物の特性評価お
よび分解特性評価をおこなう。同時にバクテリア由来の有機物の挙動を把握するため，バ
クテリアによる有機物の質的変化の観点からその有機物生成過程を評価する。

◎滋賀県琵琶湖環境科学研究センター
龍谷大学
東レテクノ株式会社

戦略指定領域

１ 原田 秀樹

クリーン開発メカニズ
ム適用のためのパーム
オイル廃液（POME）の
高効率の新規メタン発
酵プロセスの創成

２０―２２ ４９，２００

現在，マレーシアとインドネシアの２ヶ国は世界のパームオイル生産量の８６％を占め，大
量に排出されるパームオイル廃液（POME）はラグーン（安定化池）で不適切に処理され，表
層水・地下水汚染や悪臭問題を引き起こしているだけでなく，メタンガスを大気中に放出
して温暖化を加速させている。本提案は，メタン発酵の技術的・微生物科学の卓越した蓄
積を有する日本の研究機関コンソーシアム（東北大学，産総研，国環研，長岡技大）が，マ
レーシアの研究機関（SIRIM）と国際共同研究体制を構築して，現地一体型の実証実験に
よって，POMEを高効率で処理する新規の高性能メタン発酵技術を創成することである。

◎東北大学大学院
（独）国立環境研究所
（独）産業技術総合研究所
長岡技術科学大学

２ 木幡 邦男

干潟機能の高度化シス
テムによる水環境改善
及び CO２固定化技術の
開発研究

２０―２２ ３０，０００

富栄養化した閉鎖性内湾での水環境改善対策は喫緊の課題であるが，一方，温暖化対策の
推進が求められていることから，エネルギー使用量を増加させることは出来ない。本研究
では，干潟の持つ自然水質浄化機能の内，二枚貝による水質浄化能を高度化し，システム
化することで，この課題の解決を目指す。産業で発生する温排水などの余剰エネルギーや
排ガス中の CO２を用いて二枚貝の増殖や微細藻類への CO２固定化能を最大化し，また，食
料としての二枚貝の供給が可能となるコ・ベネフィット技術を開発する。

◎（独）国立環境研究所
（財）地球・人間環境フォーラム
千葉県水産総合研究センター

３ 田中 茂

二酸化炭素を排出しな
い排ガス中 VOCの循
環効率的な除去処理技
術の開発

２０―２２ ３０，０００

様々な固定発生源から排出される排ガス中 VOCを削減する為に，従来技術とは異なる革
新的なガス除去処理技術である拡散スクラバー法を用いて，温暖化対策で問題となる CO２
を排出せずにエネルギー・コスト的にも優れた排ガス中 VOCの循環効率的な除去処理技
術を実現する。具体的には，VOC除去液を用いた多孔質 PTFE膜平行板型拡散スクラバー
と活性炭繊維シート平行板型拡散スクラバーを使用して排ガス中 VOCを効率良く除去す
る。更に，VOCを除去した除去液，吸着剤を再生使用し，VOCも回収し使用するリサイ
クル・リユーズの技術開発も行う。本研究開発は，VOC削減のため CO２を新たに発生す
ることなく温暖化対策を同時に進めることができる。

◎慶應義塾大学
ジャパンゴアテックス（株）
ユニチカ（株）

４ 尾形 敦

外場援用システム触媒
による持続発展可能な
VOC排出抑制技術に
関する研究

２０―２２ ２０，０００

VOC対策技術として，触媒法は利用可能な最良技術（BAT）のひとつに挙げられている。し
かし，触媒の活性成分には，将来的に使用の制約・制限が予想される物質が用いられてい
る。本研究では，触媒の脱貴金属，脱環境リスク懸念物質を念頭に，シリカ系あるいはペ
ロブスカイト系の材料を中心とした低環境負荷型触媒の探索・創製と，従来型活性物質を
使用しないことで低下した触媒機能を補強あるいは増幅させる外場（オゾン，プラズマ等）
援用手段をマッチングさせることによって，持続発展可能な有害大気汚染物質の排出抑制
技術の構築を目指す。

◎（独）産業技術総合研究所
九州大学

５ 野原 恵子

グローバルな DNAメ
チル化変化に着目した
環境化学物質のエピ
ジェネティクス作用ス
クリーニング法の開発

２０―２１ ８，０００

本研究では，グローバルな DNAメチル化変化に着目して，環境化学物質のエピジェネティ
クス作用をスクリーニングする方法の開発を行う。エピジェネティクスは，ジェネティク
スに並ぶ生命現象の調節機構として，その重要性に対する認識が最近急速に高まってい
る。環境化学物質の悪影響からヒトの健康を守るためには，エピジェネティクスを考慮し
たリスク監視の体制構築が望まれるが，各種環境化学物質の生体に対するエピジェネティ
クス作用についてはまだほとんど明らかにされておらず，その作用機序とスクリーニング
法の開発が必須である。

◎（独）国立環境研究所
広島大学大学院

６ 塚原 伸治

化学物質の有害性評価
の効率化を目指した新
たな神経毒性試験法の
開発

２０―２１ ６，８８０

化学物質の神経系に対する影響はたとえ軽度であっても QOL低下に繋がるので，影響の
質と程度を精密に検出できる神経毒性試験法を開発することが急務である。さらに，化学
物質が膨大に存在する中でより多くの物質を評価するためには，作業効率の高い試験法を
開発しなければならない。近年になって，これまで脳の形態構造の変化を伴わないとされ
てきた神経疾患においても，細胞の微細構造に変化があることが報告され注目を集めてい
る。本研究では，細胞の構造変化を指標にして，精密性と効率性を両立した新たな神経毒
性試験法を開発する。本法を活用した効率的な有害性評価を実現化することで，リスク評
価の作業推進に貢献する。

◎（独）国立環境研究所

７ 島 正之

大気環境中の粒子状物
質及びオゾンと気管支
喘息発作との関連性に
関する疫学研究

２０―２１ ７，０２０

一般大気環境中の粒子状物質及びオゾンが気管支喘息発作に及ぼす影響を疫学的に解析
し，わが国における健康リスク評価に資する知見を得ることを目的とする。兵庫県姫路市
では，１９９５年から約４０の医療機関において１週間毎の気管支喘息発作数を居住地区別に集
計している。本研究では，粒径２．５μm以下の微小粒子，ディーゼル排ガス由来のブラッ
クカーボンの連続測定を行い，喘息発作との関連性を検討する。また，１９９５年以降の１３年
間のデータベースを活用して，大気環境濃度の長期的及び短期的変動と喘息発作との関連
性，特に自動車排ガス，黄砂，高濃度オゾンの影響を解明する。

◎兵庫医科大学医学部

８ 新田 裕史

大気中粒子状物質等が
循環器疾患発症・死亡
に及ぼす影響に関する
疫学研究

２０―２１ ６，８９０

本研究では，全国規模で実施されている地域コホートならびに女性職域コホート調査デー
タと大気汚染物質の曝露データを結合させることにより，長期的曝露による循環器疾患発
症と死亡への影響を検討する。また，特定の地域で継続的に実施されている循環器疾患発
症モニタリングデータと大気汚染データとの関連性を統計学的に解析することにより，短
期的曝露による循環器疾患発症に対する影響を検討する。

◎（独）国立環境研究所
滋賀医科大学
群馬大学

９ 織 朱實

環境リスクにかかわる
有害性情報の共有・共
同利用のあり方に関す
る法学的研究～有害性
情報保有における権利
保護と化学物質管理促
進のための法制度の国
際的比較検討

２０―２１ ２，９００

本研究では，わが国の化学物質適正管理の前提となる有害性情報にかかわる情報共有・共
同利用のあり方について，諸外国の法制度と比較検討しながら，検討すべき法的課題を整
理し，より良い法制度構築への提言を行う。そのために，検討課題抽出は文献調査・国内
外の関係者ヒアリング結果を踏まえ行い，それにもとづき欧米各国の先行法制度を現地調
査等で把握する。それらの分析およびわが国の現状に適した法制度の提言については，国
内関係者と勉強会等により意見交換をふまえ作成し，より実践的な研究とする。

◎関東学院大学法学部法政策学科
名古屋大学大学院


